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１ 果樹産地における農地集積 

我が国の果樹農業は、中山間傾斜

地等の他の作物の栽培が容易でない

地域も含め、北海道から沖縄まで、多

様な気候の下に、東日本を中心としたり

んご、西南暖地を中心としたかんきつ

類を始め、地域の特性に応じて、多種

類の樹種が栽培され私たちの食生活に

豊かさを与えてくれています。 

しかし、生産現場の現状を見ると、高

齢化や次世代への承継が円滑に進ん

でいないことなど様々な原因から、園地

が荒廃し、栽培面積も年々減少してい

るといった問題が顕在化しています。 

果樹産地における果樹の主業農家

を樹園地規模別に見ると、１ha 未満の

小規模農家が依然として多く、約 60％

を占めています。高品質の果樹の供給

力の維持・向上には、一層の園地の集積を

進め、高い収益力を確保することが急務の

課題となっています。 

このため、平成２７年４月に策定された

「果樹農業振興基本方針」では、農地中間

管理機構を活用した園地集積を一層推進

するとともに、園地が傾斜地に点在するなど

面的な集積が困難な果樹の特性に対応で

きるよう、産地協議会が農地中間管理機構

等と連携しながら、効率的に園地集積を推

進することとしています。 

さらに、優良品目・品種への改植を推進

するため、園地集積と改植を組み合わせた

取組を進めるための動機付けになるよう、農

地中間管理機構を果樹経営支援対策事業

の事業実施者と位置付け、出し手の園地で

優良品目・品種への転換を行った上で、受

け手となる担い手に貸し出せるよう、平成２８
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年度からの果樹経営支援対策事業の

中で取り組めるようにしています。 

また、果樹農業は、土地利用型農

業とは異なり、優良品目・品種が植栽

され、省力化のための基盤整備がな

された園地があることが経営安定の前

提条件であることから、樹園地を集約

し基盤整備を行うことは、今後、次世

代への承継を円滑に進めていく上で

も重要です。 

 

２ 担い手確保に向けた農地中間管

理機構との連携 

農林水産省は、担い手の農地利

用の割合を現状の５割から平成３５年

度末までに８割に増加させることとし

ており、農地中間管理機構による担

い手への農地集積の取組を推進して

きました。しかしながら、その実施状況

を見ると、土地利用型農業では一定

の集約が進んできているものの、果樹

園地では農地中間管理機構を活用し

た取組が進んでいない状況にありま

す。 

このため、「果樹園地の担い手へ

の集積と改植等の促進について（平

成２８年８月２２日付け農林水産省経

営局農地政策課長、生産局園芸作

物課長連名通知）」が出され産地協

議会と農地中間管理機構が連携し

樹園地の集積を進められるようにしま

した。 

この通知では、① 産地協議会へ

の機構の参画、② 産地協議会にお

ける農業者情報の整理と人・農地プ

ランの作成・見直し、③ 機構と産地

協議会が連携した果樹園地の集積

の推進、④ 果樹経営体の法人化の

推進についての具体的な進め方が

示されています。 

通知での取組依頼と併せて、産地

協議会と地域協議会の連携を早期

に進めるべく、果樹県を中心にモデ

ル地区の設定を地方農政局等を通

じて行っており、今年２月現在では、

１９県の２５地区がモデル地区となっ

ています。他に５県、５地区がモデル

地区の設置に向けた関係者の調整

を行っているところです。今後もモデ

ル地区については、増やしていきた

いと考えています。 

 

３ 今後の取組について 

 農林水産省では、今年１～３月に

いくつかのモデル地区で意見交換会

を行わせていただいており、その際

に農地中間管理機構を活用すること

のメリットがよくわからないと言ったご

意見をいただきました。 

 農地中間管理機構を活用すること

で、①機構が園地を中間管理する際

の経費については国から補助を行っ

ているため、機構が必要に応じて中

間管理することで、担い手への円滑

（タイムリー）な集積や、新規就農者

等に対して未収益期間を短縮して、

又は成園として貸すことが可能となる

こと、②仮に担い手が離農し、受け手

がすぐに見つからない場合でも、機

果樹農業好循環形成総合対策事業 （平成２９年度予算概算決定額 ５，６６０（５，６００）百万円）

果実の供給力の維持・強化
【新規・拡充】

・高品質な国産果実は我が国の強み。

・しかしながら、果樹産地では、高齢
化等に伴い担い手が減少してお
り、果実の供給力の維持が困難に
なるおそれ。

⇒ まとまった園地を整備し、高品質
果実の安定供給を図れる産地体制の
整備を図り、次世代に円滑に承継し
ていく必要。

・機構を通じた改植において、ほ場の集約化に伴い追加的な土層改良経費
を要する場合には、改植単価を加算。

果樹農業振興基本方針に即し、農地中間管理機構による園地整備や改植、高品質果実の供給力の維持・向上につなが
る産地体制の整備、健康面等の消費者ニーズや流通・消費構造の変化に対応した国産果実加工品の需要拡大等を推進。

【改 植】２３万円／10a （みかん等のかんきつ類）
１７万円／10a （りんご等の主要落葉果樹等）
３３万円／10a （りんごわい化栽培等）

機構改植の加算額：２万円／10a
【未収益】２２万円／10a （5.5万円×４年分）

・耕作者や園地、樹齢等の詳細な産地情報を集約し、果実の供給力維持に向けた検討を支援。
［補助率：定額］

・新規就農者を呼び込む「産地キャリアプラン」の策定、プラン策定産地に対する研修の実施
を支援。［補助率：定額、１／２］

農地中間管理機構による面的な改植、園地集約の推進 【拡充】
園地借入
老木伐採
地力回復

園地集約
維持管理

園地整備
改植実施

農
地
中
間
管
理
機
構

まとまった優良園地にして
担い手に転貸

果樹経営の次世代への円滑な承継に向けた検討の支援 【新規】

0

5

10

15

20

（千戸）

3

12
10

18 12 8

5
3 2

1

１ha未満の農家
割合：約60％
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割合：約15％

・機構を通じた改植に当たり、複数年に分割して改植経費を支援できる運用を導入。
（例：かんきつ25万円／10a（加算後）のうち、伐採・抜根経費等(15万円／10a)を初年度に、苗木の定植

経費等(10万円／10a)を後年度に支払）。

［機能性表示を訴求している果実加工品の例］

日焼け防止用
ネット

・知識の普及 ・人材育成 ・果実等の魅力発信による

需要フロンティアの開拓･普及等の取組を支援［補助率：定額］

○β-クリプトキサンチン高含有 「ＰＯＭ
アシタノカラダみかんジュース」
（農研機構果樹研究所・㈱えひめ飲料）

加工流通対策の推進

・ストレート果汁や機能性表示の利用
など、健康面等の消費者ニーズや流
通・消費構造の変化に対応した国産
果実加工品の需要拡大が重要。

［機能性表示を訴求している果実加工品の例］・産地における加工用果実の作柄安定技術の導入、果汁製品
の高品質化設備や長期保存施設等の導入、新需要に対応し
た商品開発、サプライチェーンの構築や需要拡大に向けた
取組等を支援。［補助率：定額、 1／２、 １／３ ］

○β-クリプトキサンチン高含有 「ＰＯＭ
アシタノカラダみかんジュース」
（農研機構果樹研究所・㈱えひめ飲料）

 



 

3 
 

 

中央果実協会ニュースレター ■  

 

平成２９年５月 第３７号 

  構が中間管理して園地を荒らさない

ようにすることが可能である等のメリッ

トがあると考えます。 

 また、これまでに農地中間管理機構

を活用し担い手への園地集積が上手

くいっている地区の取組を見ると、農

地整備事業との連携など具体的な取

組（仕掛け）を講じているものが見受

けられます。このことから、今後のモ

デル地区の推進に当たっては、①改

植・新植や園地整備に限らず、モデ

ル地区内での農地整備に関するニー

ズを把握し、農地整備部局とも連携し

た上で、農地整備と併せた担い手へ

の集積を進めること、②中間管理でき

るという農地中間管理機構の特徴を

活かし、新規就農者向けの園地を農

地中間管理機構が整備し、新規就農

者への貸付を進めること、③地域の

話合いは生産振興を担当しているＪＡ

等とよく連携して進めること、④農地

中間管理機構に対し園地の積極的な

借受けと中間管理の実施について求

めることなどに留意しながら進めて下

さい。 

 現在、４月末までの各都道府県のモ

デル地区の進捗状況を把握するため

の調査を地方農政局等を通じてお願

いしています。調査については、課

題、問題点等を明らかにするととも

に、整理を行い、地方農政局等を通

じて行う働きかけに役立てていくことと

しています。 

 また、５月下旬には、「農地中間管

理機構の実績等に関する資料」が公

表される予定になっております。併せ

て優良事例についても公表される予

定ですので、今後の取組には、優良

事例の取組も参考にしていくこととし

ています。 

 これまでの農地中間管理機構の優

良事例については、農水省ＨＰ

（http://www.maff.go.jp/j/keiei/kouk

ai/kikou/）からご覧いただけます。 

 

４ 最後に        

 最初にもお示ししたとおり、果樹産

地は高齢化や次世代への承継が円

滑に進んでいないことなど様々な原

因から、生産基盤が脆弱化し、果実

の供給能力の低下が懸念されていま

す。こうした中で、他産業に匹敵する

所得を確保し、これを向上させていく

には、地域の農業・農村に関わる者

が一体となって取組むことが必要で

す。産地協議会と農地中間管理機

構との連携もそうした取組の一環で

あり、この取組を通じて各産地が策

定している産地計画の達成に資する

とともに、産地全体に良い効果をもた

らすものとしていただくよう関係者の

皆様のご協力とお力添えをお願い致

します。 

中央果実協会からのお知らせ 

平成２８年度なしの安定生産に向けたなし花粉の利用実態調査結果の概要  

―情報部― 

日本なしはほとんどの品種が自家

不和合性であり、なしの結実には他

品種の花粉の授粉が必要であるた

め、わが国におけるなし生産現場で

は、授粉樹の混植や、自家採取した

花粉や輸入花粉を使用した人工授

粉が広く実施されています。 

近年の輸入花粉は、植物検疫統

計によれば中国産ですが、過去には

中国側の輸出検疫強化による輸入遅

滞や中国国内でのなし花粉の需要増

加や天候不良による供給の不安定化

など中国国内事情により輸入環境が

悪化する事態が発生したことがありま

す。今後も、病害虫の発生や天候不

良等により、輸入環境の悪化が日本

の国内産地のなし生産に甚大な影響

を及ぼすことが懸念されます。 

こうしたことから、この調査は、国内

における花粉の利用実態を把握する

とともに、海外でのなし花粉の利用等

の状況を把握し、なしの安定生産に

不可欠な花粉の安定供給に向けた

対策の検討に資することを目的とし

て実施しました。 

 

主な調査内容 

（１）国内のなし主産県１５県を対象と

して、なし花粉の利用実態等をアン

ケート等により調査しました。 

（２）千葉県、福島県及び鳥取県の

個々の生産者を対象として、なし花

粉の利用実態をアンケートにより調

査しました。 

（３）なし花粉を輸入・販売している主

要企業３社を対象に、なし花粉の入

手実績販売実態等についてヒアリン

グ調査をしました。 

（４）台湾におけるなし栽培の状況、

花粉輸入の可能性等について調査

しました。 
 

 

日本なしの自家不和合性と授粉につ

いて 

日本なしは自家不和合性ですか

ら、異なった品種の花粉を交配しなけ

れば受精・結実に至らず、また、特定

の品種間では、交配しても受粉しない

交雑不和合性もあります。 

自家不和合性とは、自己又は同一

品種の花粉を受粉した場合、雄しべ

（花粉）も雌しべも形態的・機能的に

正常であるにもかかわらず、花粉管の

発芽・伸長が抑制されて受精・結実に

至らないことをいいます。この性質は

植物に広く見られる現象で、近親交

雑を抑制し、集団内の遺伝的多様性

を維持するという植物にとって有意義

な機構ですが、果実を生産するため

には大きな障害になっています。 

日本なしで自家受粉すると花粉は

花粉管の伸長を開始しますが、花柱

基部で伸長を停止し、受精には至りま
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せん。自家不和合性は一対の複対

立遺伝子（ＳａＳｂ）によって支配さ

れ、同一品種間での授粉の場合、

花粉及び雌しべのＳ遺伝子型が同

じであるため、花粉管の伸長が阻

害され受精できないと考えられてい

ます（図）。 

さらに、同一の遺伝子型をもつ品

種同士での交配でも受精しません

（交雑不和合性）。この性質により、

毎年、高品質の日本なしの果実を

安定して生産するためには、異なる

Ｓ遺伝子型の品種を授粉樹として

混植し、訪花昆虫による授粉を期

待するか、または人工授粉を行うこ

とが必要不可欠です。ただし、マメ

コバチやミツバチ等の昆虫による授

粉は気象要因により影響されやす

く、特に開花期の低温、曇天、強風

等により昆虫の活動が不活発にな

り、授粉の効率が低下することがあ

ります。一方、人工授粉は花粉の採

取や調製、授粉作業等に比較的短

期間で多くの労力を必要とします。

しかし、果形が整い、果面の美しい

高品質果実が要求される青なしの

「二十世紀」などでは人工授粉で確

実に種子を形成させることが必須条

件であるため、人工授粉は欠くこと

のできない結実管理作業です。昨

今の生産者の高齢化、後継者不

足、さらには労力の雇用が思うに任

せない状況では、授粉作業の労力

は経営規模拡大の制限要素の一

つになっています。 

 
主要な調査結果 

（１）主産県調査 

今回の調査で、我が国の主な日本な

し産地では、なしの授粉作業で自家採

取する農家が約６７％、輸入花粉の購入

に頼る農家が約３３％と推計されました。

また、ほとんどの県で、今後は自家採取

の強化を図りたいとの意向が示されてい

ました。しかし、必要量の確保や採取・調

製労力の負担から輸入花粉が欠かせな

い状況が明らかとなりました。 
 

（２）個々の生産者を対象とした調査 

今回調査した３県は、それぞれ経営

スタイルが異なっており、福島県と千葉

県では、比率の多少はあるものの半数

前後は輸入花粉を利用しています。一

方、「二十世紀」を主体とする産地であ

る鳥取県では、輸入花粉に頼らず､自

家採取した花粉による人工授粉の指導

を行っています。輸入花粉については､

安定供給への不安､購入価格の経営費

への圧迫などがあげられ、福島県及び

千葉県でも、今後は輸入花粉に頼らず

に、授粉樹の植栽や自家採取の花粉

利用拡大が必要であるとの認識が示さ

れました。しかし、担い手の減少や高齢

化の進行などから、輸入花粉に頼らざ

るを得ない現状が広く見られました。 

 

（３）なし花粉輸入・販売業者調査 

いずれの業者も他の農業資材の製造

販売を主としており、副業的な位置

づけでなし花粉の製造・輸入・販売

を行っています。なし花粉の製造、

輸入、販売を開始した時期は、早く

て１９９５年、遅くて２００９年と、その

歴史は浅いとのことでした。また、３

社ともに中国の山東省、河北省の

なし園で花を採取し、花粉を調製

し、粗花粉又は純花粉の形態で輸

入しています。採取するなし品種

は、「雪花梨」、「新興」など４品種と

する業者と、「雪花梨」に限定してい

る業者がありました。「雪花梨」を利

用しているのは、その花粉が貯蔵

性に優れていることによるものでし

た。中国において採取・調製された

なし花粉は、なし花粉製品として農

協又は農業資材店を経由して農家

に販売されています。 

一方、３社とも中国以外のなし生

産国から花粉を輸入する可能性に

ついて、数年前に花粉不足が生じ

た際に検討したそうです。しかし、コ

スト的に問題があること等から、新た

な国で中国のようなシステムを構築

することは難しいという結論に至っ

たとのことでした。 

 

（４）台湾における調査 

かつては、地元の「鳥梨」や「横

山梨」を使い、政府から花粉採取機

械購入の補助を受け、花粉を生産

し台湾内のなし栽培農家に販売し

ていました。その後、コスト（人件費）

高のため、現在は花粉の製造販売

は行われておらず、必要量は中国

から輸入しているとのことでした。か

つて花粉を生産していた業者は、コ

スト面で折り合えば製造を再開する

考えを持っているとのことでしたが、

コスト面で中国を下回ることは容易

ではないと考えられました。一方、

毎年野積みされ、廃棄されている

「横山梨」の剪定枝を集め、自発休

眠が開けた頃を見計らって温室等

で開花させ、集めた花から花粉を採

取し、我が国へ輸出する方法が考

えられました。ただし、システム構築

には時間を要すること等を考慮する
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   必要があります。 

 

なし花粉の確保に向けた提言 

（１）授粉樹の植栽 

樹園地における花粉採取専用樹の

適正な配置を検討していくことが必要

です。平成２９年度から果樹農業好循

環形成総合対策事業において、なし

の授粉樹について、新植支援の拡充

が図られました。これを活用し、花粉

採取用品種として優れた性質を持つ

品種の植栽を進め、産地としての花

粉採取可能量を増やす取り組みが必

要です。 

 

（２）花粉採取用品種の選定 

気象変動に左右されにくく、主要品

種より早く開花期を迎え、花付きや花

粉量が多く、病害虫に強く、花粉の貯

蔵性が優れた品種の選定が望まれま

す。 

 

（３）優良事例に学ぶ 

花粉の採取、製造に当たっては、

授粉樹の管理、花の採取、葯取り、開

葯、花粉のパック詰め、花粉発芽率調

査、花粉の貯蔵等の過程があります。

鳥取県におけるなし花粉の自家採

取・共同調製システムとＪＡいちかわ梨

共同花粉採取所（花粉銀行）のいず

れにおいても、一連の過程のうち、授

粉樹の管理、花の採取は農家が行

い、その後の施設や技術を要する過

程（開葯や精製など）は農協が行って

います。これは、開花期の農家の労

力を軽減させ、安定的に花粉採取で

きるシステムであり、他の産地も見習

うことが期待されます。また、鳥取県

では余分な花粉を農協が買い取り、

花粉が足りずに困っている生産者に

販売しています。このような花粉の融

通も重要です。 

 

（４）自家和合性品種の普及 

自己の花粉でも受精・結実する自

家和合性品種の開発が進められ、

「おさゴールド」（平成９年品種登

録）、「秋栄」（平成９年品種登録）、

「秋甘泉」（平成２１年品種登録）、「な

るみ」（平成２８年品種登録）等の品

種が育成されましたが、まだ十分普

及するには至っていません。これらの

普及を図るとともに、高品質で自家

和合性を兼ね備えた熟期の異なる品

種の開発をさらに進める必要があり

ます。 

 

（５）台湾原産の「横山梨」の利用 

台湾では栽培面積の７０％を超す

面積で、「横山梨」を中間台木とする

高接ぎ栽培が行われています。この

「横山梨」は花粉採取専用品種とし

て適しています。我が国に「横山梨」

を花粉採取専用品種として導入し、

その低温要求性が小さい特性を活

用すれば、早い時期から花粉採取が

可能となり、開花期に集中していた

花粉採取と人工授粉の労力を分散さ

せることができます。このため、「横山

梨」を導入するための実証を行うこと

が望まれます。 

 

（６）西洋なし花粉の利用可能性の検

討 

西洋なしの開花期は遅いのです

が、南半球からの輸入を想定した場

合、全く問題になりません。また、その

着花特性により花を効率的に採取す

ることが難しい点については、すでに

西洋なしから花粉を採取し、商業ベ

ースで取引されている体制が整って

いる国であれば、特段の問題はない

と考えられます。今回の調査で、チリ

産花粉の入手の機会を得て予備的

に調査を行いましたが、なし花粉を製

造・販売する業者が存在するチリなど

からの花粉輸入の可能性についてさ

らに検討する必要があります。なお、

この検討は平成２９年度の調査研究

事業で実施中です。 

 

 

 
台湾のなし園(横山梨) 

  

鳥取県の開葯センター ＪＡいちかわ花粉銀行の作業風景 
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  平成２８年度果物の消費に関する調査結果報告書（幼少期における食育の実態と果物消費） 

－需要促進部－ 
 
 
中央果実協会では、毎年度「果

物の消費に関する調査」を行ってき

ています。２０歳以上を対象とした

本調査では、若年層ほど摂取機会

や摂取量が少ない傾向がみられて

おり、また、厚生労働省が実施して

いる「国民健康栄養調査」において

も、特に、２０～４０歳代の働き盛り

世代で摂取量が大きく落ち込む傾

向が見られています。 

 こうした働き盛り世代で果物消費

が落ち込む要因を調べるため、２０

～４０歳代を対象に２７～２８年度の

２か年にわたり調査を行いました。 

２８年度の調査では、若者・働き

盛り世代の果物消費は全体として

みれば幼少期に比べても顕著に落

ち込む傾向が見られるものの、その

中でも比較的高い消費水準を維持

している階層（いわゆる「果物好

き」）が存在していることに注目し、

こうした食習慣の違いが生じた背景

を探るため食習慣が形成される幼

少期の果物摂取環境や食育の状

況を調査することとしました。 

調査結果からは、果物を積極的

に摂取している階層は、それ以外

の階層に比べて、食材や食事につ

いての関心やこだわりが強く、幼少

期での家庭や学校での食体験や

食事教育がしっかりとなされている

状況がうかがわれました。 

ここでは調査結果の一部を紹介

しますが、紹介できなかった興味深

いデーターが数多く含まれている

調査報告書は当協会のホームペー

ジにも掲載されていますので是非

ご覧ください。 

〇 調査対象者等 

全国の満２０歳以上３５歳未満の

男女約２,０００名を対象に、インター

ネットによるアンケート調査を２８年

９月末に実施しました。調査対象の

うち、「果物を週３日以上喫食」して

おり、かつ、「果物の無い生活は考えら

れない」、「買い物では果物売場を必ず

覗く」等果物への意識が強い者を「果物

積極摂取層」とし、「それ以外の層」と比

較して集計を行いました。 

 

１ 果物積極摂取層は、食や食材に対

する意識が非常に高い 

 果物に限らず、食品・食事の全般に

関する意識について、種々の設問に対

する考えを調査し、「とても当てはま

る」、「ややあてはまる」に該当するもの

を集計したものが図１です。  

全体としての回答は、「食べ物のバラ

ンスは健康に直結する」、「子供の食育

は重要」「安価な食材でも工夫すれば

美味しい」等の回答が相対的に高くな

っていますが、「果物積極摂取層」は

「それ以外の層」に比べて１０～１５ポイ

ント以上も高い割合となっています。男

女別には、男性は女性に比べて意識が

低い状況がうかがえます。また、「果物

積極摂取層」は、男女別、年代別でも

「それ以外の層」に比べて意識が高い

傾向にあります。 

他方、「食費はどうしても切り詰めが

ち」、「出来合いの総菜や加工品が多

い」、「食べ物には気が回らない」といっ

たネガティブな項目では、「果物積極摂

取層」も「それ以外の層」も回答率に大

きな差は見られませんでした。 

 

２ 幼少期の家庭での親の食事教育で

は、「果物積極摂取層」で積極的 

小学校を卒業する頃までの親の食事

教育の状況について調査した結果が

図２です。 

全体では、「三食規則正しく出された」、

「食事は一家揃って摂る」、「好き嫌いを

しない」等が５割を超えており、「果物積

極摂取層」では、「それ以外の層」に比

べて総じて１０ポイント以上高くなってい

ます。特に、食材に関する項目である

「国産の食材を選ぶ」、「素材の持ち味

を生かす」、「食材を賢く選ぶ」、「産

地やブランドにこだわる」、「地元の食

材を選ぶ」では、「果物積極摂取層」

で相対的に高い結果となっていま

す。 

 

３ 幼少期の教育機関での食事教育

でも、「果物積極摂取層」で積極的 

小学校を卒業する頃までの小学校

や保育施設での食事教育について

調査した結果が図３です。 

全体では、「出されたものを残さず

食べる」、「食事バランスの大切さ」、

「調理体験」が５割を超えており、この

ほか、食材の旬や食材の効用、生

産・産地の状況等についても３割程

度の回答となっています。また、「果

物積極摂取層」では、家庭での教育

と同様、「それ以外の層」に比べて１０

～１５ポイント高い状況となっていま

す。 

 

４ ２７年度及び２８年度の調査を通

じて・・・・ 

  ２０歳から４０歳台の働き盛り世代

では、家庭以外の仕事の場での生活

時間が多くなることに伴い、果物を身

近な存在として日常的に触れる機会

（実物・情報）が少なくなり、同時に食

に対する関心も低下する傾向にある

ものと思われます。また、２０歳代の

若者層では、親元から離れて自らの

意思で食事内容を選択することが必

要になり、食や健康に対する知識だ

けでなく、日々の食生活でのバランス

ある食事を実践することが重要となっ

てきます。 

  家庭や学校等での幼少期からの

積極的な食教育を通じて食材や食

事に対する関心を高めるとともに、就

職・結婚・子育て等の生活スタイルの

変化に合わせて上手に果物を摂取

して、若くて健康なうちからバランスあ

る食生活を実践できるようしたいもの

です。 
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図１ 食事・食物に関する意識
（「とても当てはまる」、「やや当てはまる」の合計）

全体（％） 果物積極摂取層とそれ以外層との差（ポイント）
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図２ 幼少期の親の食事教育
（「とても当てはまる」、「やや当てはまる」の合計）

全体（％） 果物積極摂取層とそれ以外層との差（ポイント）

 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

図３ 幼少期の教育機関における食事教育
（「とても当てはまる」、「やや当てはまる」の合計）

全体（％） 果物積極摂取層とそれ以外層との差（ポイント）
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農林水産省生産局園芸作物課

日付 名前 旧

29.3.31 宮本　亮 課長補佐（総括及び総務班担当）

29.3.31 村田弘幸 需給調整第２班計画調整係長

29.4.1 田尻加代子 生産専門官

29.4.1 仙波　徹
農林水産技術会議事務局研究調整
課課長補佐（総括班担当）

29.4.1 伊藤裕一
農林水産技術会議事務局研究推進
課課長補佐（産学連携振興班担

29.4.1 山本恵美子 食料産業局知的財産課審査官

29.4.1 権平晴香 橫浜植物防疫所業務部

29.4.1 荒木勇樹
大臣官房予算課予算監視班予算監
視第２係長

29.4.1 野村　誠 輸出促進班輸出促進係長

29.4.1 藤田大介 生産局技術普及課総務班調整係長

29.4.1 田中まどか 食料産業局食品流通課

29.4.1 田中啓介 三重県南伊勢町水産農林課

道県基金協会

区分 日付 名前 旧役職

就任 29.4.1 伊達正文

退任 29.4.1 宍戸藤市 福島県協会事務局長

就任 29.4.1 棟方清治

退任 29.3.31 白戸康浩 青森県協会事務局長

就任 29.4.1 久慈　正

退任 29.3.31 大友利幸 岩手県協会事務局長

就任 29.4.1 雪竹英典

退任 29.3.31 川崎弘巳 佐賀県協会事務局長

就任 29.4.1 濵堀秀規

退任 29.3.31 小笠佳彦 徳島県協会事務局長

就任 29.4.1 藤井拓二

退任 29.3.31 熊野善公 山口県協会事務局長

中央果実協会

（職員）

区分 新役職 日付 名前

退職 29.3.31 中谷政雄

退職 29.3.31 長谷川美典

採用 審議役 29.4.1 朝倉利員

採用 審議役 29.4.1 岩下浩太郎

退職 29.4.28 藤定光太郎

採用 情報部長 29.5.1 横井誠一

食料産業局知的財産課種苗室課
長補佐

大臣官房政策課国際食料情報分析官

旧役職

山口県協会事務局長

徳島県協会事務局長

農研機構本部藤本･大わし業務科長

(一社)日本施設園芸協会

情報部長

佐賀県協会事務局長

審議役

審議役

新

退職（独立行政法人農畜産業振
興機構調整部輸入調整課課長代
理へ）

新役職

需給調整第２班経営支援係長

園芸流通加工第１班流通改善係
長

消費促進班消費促進企画係長

輸出促進班輸出促進係長

園芸作物課

退職（長崎県農林部農政課企画
監へ）

課長補佐（総括及び総務班担
当）

課長補佐（加工第２班担当）

岩手県協会事務局長

福島県協会事務局長

生産専門官

需給調整第２班計画調整係長

青森県協会事務局長

人事異動 

業務日誌 

 

29.4.14 果樹経営支援対策事業等全国説明会（於 三会堂ビル）

29.4.20 平成29年度協会公募事業選定委員会（於 三会堂ビル）

29.4.20 平成29年度全国果実生産出荷安定協議会かんきつ部会（於 大田市場）

29.5.9 新たな果樹技術委員会（於 三会堂ビル）

29.5.10 平成29年度全国果実生産出荷安定協議会りんご部会（於 ＪＡビル）

29.5.25 果樹経営支援対策事業等事業実施評価委員会（於 三会堂ビル）


